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【重点支援①】地域のニーズに応える人材育成・研究を推進

高知大学は，人と環境の調和を理念として，「地域から世界へ，世界から地域へ」を標語に，現場主
義の精神に立脚し，地域協働を基盤とした，教育研究活動を展開する総合大学を目指す。

ビジョン

地域協働を核とした教育を推進
する上で必要な教育の質の保証
を担保するための体制整備

地域的特性に根ざした諸課題解
決、特色ある研究に対応した研
究拠点の整備

地域社会と連携した域学連携教
育研究体制の強化及び国際貢献

【戦略概要】

地域の力を借り、地域と協働し教
育を行う地域協働を核とした教育
を推進する上で必要な教育の質
の保証のため、その入口となる
入学者選抜において、高校まで
の学習成果を知識だけではなく
より幅広い資質・能力も含めて多
面的・総合的に評価する方法に
転換し、大学での学修に円滑に
移行させ、入学後は、学生が自ら
考え・動く力を身に付ける学習方
法またそれが効果的に実施され
たかを評価する方法を開発し、継
続的に運用できる体制を作る。

【戦略概要】

高知県の地域課題を題材に、我
が国が抱える喫緊の課題である
少子高齢化に関わる医療、自然
防災、海洋生物・海水及び海底
鉱物資源の開発等に対し、本学
のこれまでの実績と強みを活か
した世界的に通用する特色ある
研究の推進を行うとともに、これ
らの成果を関連する分野の高度
人材育成や地域の産業化に向け
た基盤構築に活用する。

【戦略概要】

地域課題を組織的かつ機動的に
解決するため、大学生と大学教
員が地域の現場に入り、地域の
住民等とともに、地域の課題解決
又は地域づくりに継続的に取組
む「域学連携教育研究体制」を強
化することで、地域の人材育成、
科学の発展、技術開発及び産業
の活性化に資する。また、高知県
における地域資源の特徴を活か
した国際協力を推進し、「地域か
ら世界へ、世界から地域へ」とい
う視点に基づき実践的な教育研
究による国際貢献を図る。

戦 略 １

「地域活性化の中核的拠点」形成
に向けた機能強化

【戦略概要】

これまでの教育研究の強みと特
色を活かした教育組織の再編成
（機能強化）を行い、全学的な地
域志向教育の展開を図ることで、
地域再生の核となる地域が求め
る人材（地域の産業、行政等の
リーダーとなる「地域協働型産業
人」或いは、専門職業人としての
「地域志向型専門職業人」）育成
の拠点としての「地域活性化の中
核的拠点」形成に向け、ガバナン
ス改革・人事給与システム改革を
通じ教育研究体制を整備・構築
する。

戦 略 ２ 戦 略 ３ 戦 略 ４

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

【戦略1】

【戦略2】

【戦略3】

【戦略4】

４次元統合黒潮圏資源学の創成

まち・ひと・しごと創生高知イノベーションシステム（ＣＯＣ＋事業）

高知大学インサイドコミュニテイシステム
（ＫＩＣＳ）の強化（ＣＯＣ事業）

大学院組織の再編（Ｒ２年度～）

教員養成機能の強化◇中核的理科教員（ＣＳＴ）養成プログラムの推進◇教職カリキュラム改革◇教職大学院の設置(Ｈ30年度)

学部等教育組織の再編成［国立大学改革強化推進事業］
◇地域協働学部・教育学部の充実強化 ◇理学部の理工学部への再編による機能強化

◇人文学部・農学部の人文社会科学部・農林海洋科学部への再編による機能強化

地域資源を活かした国際協力推進事業

大学・地域の協働による“学びの統合”基盤システムの構築

入試改革◇「学力の三要素評価指標・尺度」の確立に基づく多面的・総合的選抜の実施

ガバナンス・人事給与システム改革◇学長のリーダーシップに基づく学内資源の再配分（教員、学生定員）◇年俸制の拡充

学修支援機能の強化・整備 ◇ＧＰＡ・ナンバリング制の活用・促進◇学事暦の見直し

希望社会創発教育研究イノベーション ―社会的イノベーション創発のための教育研究組織の創設―

レアメタル戦略グリーンテクノロジー創出へ
の学際的教育研究拠点の形成（海洋鉱物資
源科学準専攻を通じた人材育成プログラム）

大学を核とした地方創生プラットフォームの構築

社会人教育等の推進◇土佐フードビジネスクリエーター人材創出事業の推進◇社会人学生教育プログラムの開発支援（高知型CCRC、地域協働教育など）

海洋性藻類を中心とした地域バイオマスリファイナリーの実現に向けた新技術の創出

防災推進センターを核とした防災・減災研究拠点の構築

先端医療学推進センターにおける医療イノベーション創出と人材養成
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令和元年度 平成30年度
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機能強化経費
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医学部附属病院（以下、「附属病院」という。）は、昭和56年の開院以来築30年以上を経過しており、新しい医療ニーズにマッチした病棟・診療棟
の整備を目的として、平成23年度から附属病院再開発を開始しております。総事業費200億円を超える事業であり、一時中断していたものの、令和２
年度より再開しております。(再開発の概要は次ページをご覧ください。）
令和元年度は、平成30年度と比べ附属病院収益が増収となったものの、減価償却費や医療職員の増加により業務費用の増加が大きく、業務損益

は、△189百万円となっております。再開発期間中は、厳しい経営状況が想定されるため、増収取組が不可欠であり、現在の医療体制を維持しつつ、更
に充実していくことが必要となっております。（以下は、本院の経営状況及び経営指標となります。）

■ 附属病院の経営状況 ■

区分 令和元年度 対前年度

教育経費
研究経費
診療経費
教育研究支援経費
受託研究費等
受託事業費等
人件費
一般管理費
財務費用
雑損

業務費用 合計

運営費交付金収益
施設費収益
附属病院収益
受託研究等収益
受託事業等収益
補助金等収益
寄附金収益
雑益
その他の収益

業務収益 合計

57,069
148,919

12,513,428
172

242,550
73,233

8,496,622
316,897
88,615

54
21,937,563

2,071,106
3,692

18,738,731
244,025
73,233
70,334
20,435

132,921
393,295

21,747,777

2,148
40,945
46,843
△759

△61,010
14,813
64,193
24,177
2,419

54
133,825

△20,421
3,692

58,425
△59,539

14,813
36,928

△5,178
76,692

△71,599
33,813

業務損益 △189,785 △100,012

◆附属病院セグメント情報
区分 令和元年度 対前年度

業務活動による収支の状況（A）
人件費支出
その他の業務活動による支出
運営費交付金収入
附属病院収入
補助金収入
その他の業務活動による収入

投資活動による収支の状況（B）
診療機器等の取得による支出
病棟等の取得による支出
施設費による収入

財務活動による収支の状況（C）
借入による収入
借入金の返済による支出
センター債務負担金の返済による支出
借入利息等の支払額
リース債務の返済による支出
利息の支払額

収支合計（D=A＋B＋C）
外部資金を財源として行う活動による収支の状況
（E）

2,140,121
△8,303,676

△10,582,890
2,084,700

18,738,731
70,334

132,921
△1,105,872

△869,745
△239,819

3,692
△695,801

842,490
△642,309
△202,421
△57,536

△604,091
△31,933
338,447

9,993

△43,735
△58,115

△122,176
△11,595

58,425
13,034
76,691

△201,963
△4,523

△201,132
3,692

59,276
172,490

△110,404
47,713
9,083

△48,803
△10,803

△186,422
73,189

収支合計(D+E) 348,440 △113,232

◆附属病院セグメントにおける収支の状況

16,359 17,365 
19,528 19,207 20,266 20,933 21,003 

0

5,000
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

経費 623 849 719 633 665 673 662

設備関係費 2,212 2,441 3,086 3,096 3,181 3,151 3,168

委託費 707 674 871 882 890 1,044 1,117

材料費 5,994 6,027 6,987 6,492 7,156 7,633 7,560

人件費 6,823 7,374 7,865 8,104 8,374 8,432 8,496

計 16,359 17,365 19,528 19,207 20,266 20,933 21,003

附属病院経費

15,439 15,501 

16,752 16,665 
17,406 

18,530 18,765 
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附属病院収入

（単位:百万円）

※附属病院収入の増加は、外来化学療法の件数増加等により外来診療単価が上昇したことによるものです。
※その他の業務活動による収入は、構内駐車場の有料化によるものです。
※人件費支出の増加は、医療職員の増加によるものです。
※その他の業務活動による支出の増加は、特定医療機器の廃棄や医療情報システムの更新によるものです。
※病棟等の取得による支出は、再開発によるものです。

◆附属病院経営指標
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180,665 
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入院患者 外来患者

61,260 62,736 64,907 65,841 65,734 68,557 70,842 

17,408 18,374 21,743 20,382 21,360 22,715 24,088 
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診療単価

入院診療単価 外来診療単価

※診療単価…1人1日あたりに要する医療費

（単位:千円）（単位:千円）

（百万円）

（円）

（人）
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■病院の基本理念・再開発の目的
◆ 高度な医療を提供し、高い見識を持った医療人を育成します。
◆ 先進医療を推進し、医療の革新に挑戦します。

■ 附属病院再開発計画 ■

近年、深刻な医師不足問題や
地域医療の崩壊などにより、県
民に対する安心で安全な医療
供給体制の構築が喫緊の課題
となっており、地域の中核的医療
機関としての役割を果たすため、
県民人口減等を踏まえつつ病院
機能の充実・強化に視点を置い
た基本理念の下で、病院再開
発を計画します。

『 地域に密着した先端医療の推進と医療人の育成 』

■再開発環境の変化
H26.11

第二病棟完成
第１ステージ

平成２７年８月３日開催 役員会において
病院再開発整備事業の一時中断を決定

病棟・診療棟改修工事
入札:不調2回、不落1回 様々な環境の変化

再検討計画により
2020年度概算要求
第２ステージ

航空

写真

新病棟（免震構造）の計画
（第２ステージ）

病院再開発範囲
（第２、第３ステージ）

第二病棟（免震構造）完成
（第１ステージ）

○国土強靭化基本計画の見直し（平成３０年１２月閣議決定）
① 人命の保護を最大限図る ②医療業務の事業継続など社会の要求が変化 ③ 南海トラフ巨大地震が３０年以内に８０％の確率で発生 ④ 災害拠点病院は免震構造がスタンダード など

○災害時における本院の役割
① 災害拠点病院として機能させる 南海トラフ巨大地震発生時に高知市近郊で医療を継続できるのは津波の影響を受けないとされる本院のみの可能性がある。

高知医療センター、高知赤十字病院、近森病院の本院以外の災害拠点病院は浸水、孤立などにより、診療できなくなる可能性が高い（高知県津波ハザードマップより）
② 本院は災害時、高知県におけるＤＭＡＴの参集拠点に指定されている
③ 本院は災害時に、高知県における広域的な災害拠点病院となっており、ＳＣＵ（広域医療搬送拠点）に指定され、被災者を県外の医療施設へ搬送する拠点施設となるなど

令和 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

病院収入見込 189億円 189億円 189億円 191億円 191億円 202億円 198億円 197億円 197億円 202億円

第２ステージ
病棟改修

第3ステージ
外来棟等改修 完成後

中央診療棟外来診療棟

新病棟

新病棟完成予想図 上空からみたイメージ図

■再開発の構想概要（第２，第３ステージ）

✔ 個室率35%以上 ✔ 透析室の増床（6床→10床） ✔ 救急HCUの新設（7床） ✔ 7階を感染症病棟に転用可能な構造

✔ 旧病棟を診療管理部門棟に転用 ✔ がん拠点病院としての病院機能の強化 ✔ 外来化学療法室の増床（14床→21床）

✔ 診察室・処置室の増設・共用 → トータルコスト削減と機能強化及び診療時間の短縮

✔ リハビリテーション部を拡充整備し、早期退院を促進 ✔ 次世代医療創造センターを拡充整備し、治験・臨床研究の管理・支援を強化

■再開発期間中の収入見込（第２，第３ステージ）
【南東から】

診療管理部門棟

新病棟

診療管理部門

外来診療棟

中央診療棟
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単位:億円
高知県 県外 総計

①教育・研究活動への支出 101.8 45.1 146.9
②教職員への支出 155.8 1.6 157.4
③学生への支出※ 0.2 0.0 0.2
④県民への支出 1.2 0.4 1.5
⑤設備投資等への支出 13.8 0.9 14.7
⑥対象外 2.4 29.4 31.8
合計 275.1 77.5 352.6
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１ 学生の消費活動の源泉となる収入は、表１の大学からの謝金（0.2億円）だけでなく、アルバイトや仕送りから構成されます。そのため、学生の所得については、全国大学生活協同組合連合会
（2019）『学生生活実態調査報告書CAMPUS LIFE DATA 2018』より別途推計し、消費額を推計します。その結果、学生の消費（直接効果）は約62億円となります（図２）。

単位:億円
最終需要の増分 生産誘発効果 税収誘発 就業者誘発
合計 県内 県外 直接 第1次 第2次 （単位:人）

①教育・研究活動への支出 147 102 45 102 33 17 151 2 3,015
②教職員への支出 114 100 14 100 30 17 147 3 1,305
③学生への支出※ 70 62 8 62 18 9 90 1 839
④県民への支出 1 1 0 1 0 0 1 0 11
⑤設備投資等への支出 15 14 1 14 4 2 20 0 130
合計 346 278 68 278 85 46 409 7 5,299

合計
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単位:億円

×県内自給率、地元購入率

高知大学の立地による需要増加額※

346.1

県内需要増加額（直接）

277.8

県外への漏出

×投入係数 ×粗付加価値率 ×雇用者所得率

原材料誘発額（直接）

127.5

粗付加価値誘発額（直接）

150.3

×逆行列係数

生産誘発額（第1次）

85.3

×雇用者所得率

×粗付加価値率

粗付加価値誘発額（直接）

48.7

雇用者所得誘発額（直接）66.6

雇用者所得誘発額

（直接+第1次）

92.1

×消費転換係数

家計消費支出増加額

50.3

生産誘発額（第2次）

46.2

×粗付加価値率

×雇用者所得率

×逆行列係数

※消費転換係数は、高知県が推計した（0.545）を利用している。

粗付加価値誘発額（第2次）

29.5

県内需要増加額（第2次）

35.7

雇用者所得誘発額（第1次）25.5

雇用者所得誘発額（第2次）12.9

×県内自給率
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費用 収益 費用 費用収益
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購入時点
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